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研究成果の概要（和文）：国連の持続可能な開発目標(SDGs)を達成する方策の一つに、環境ビジネスの国際展開
を示す「環境サービス貿易の促進」が挙げられる。しかし、それには外資規制などの非関税障壁が多数存在す
る。環境サービスの非関税障壁の低減を目指した国際交渉においては、環境サービスの定義が未確定であること
が国際的な課題となっている。そこで、本研究では環境サービス貿易の定量評価手法を開発することを目的に実
施した。この成果から多様な産業が参入する環境サービスを定義するために、環境物品の最終利用者に着眼し、
環境問題を直接的に改善しているサービス提供者に限定するネガティブリスト方式を考案した。

研究成果の概要（英文）：Amelioration of environmental problems via the international development of 
environmental business is a potential strategy for achieving the UN’s sustainable development goals
 (SDGs). That is, international development of environmental business involves the promotion of 
trade in environmental services. The fact that the definition of environmental services remains 
undecided is an international issue. The empirical analysis to define environmental services, which 
involve various industrial sectors, there was a focus on the final users of environmental goods, and
 a negative list approach was formulated confining the definition to providers of services that 
improve environmental problems directly.

研究分野：環境政策・環境社会システム
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究での成果として、１）日本の環境技術は環境計測機器の国際競争力は保持しているが、その他の環境物品
については、貿易において日本は相対的に輸出競争力を失ってきていること、２）他のサービス貿易と同様に環
境サービス貿易も積極的に外資系企業へ市場を開放することによって、社会的厚生は高まることを示唆できるこ
と、３）多様な産業が参入する環境サービスを定義するために、環境物品の最終利用者に着眼して、環境問題を
直接的に改善しているサービス提供者に限定するネガティブリスト方式を考案し、これらの成果をAPECの招待報
告や国際査読誌などで発表した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 日本企業は優れた環境技術を持つものの、国際環境ビジネスにおいて運営・管理を含むトータ
ルマネジメントの実績が少ない状況と指摘されていることから、経済産業省や環境省、国際協力
機構（JICA）によって海外への環境関連ビジネスの研究会や実証事業等が数多く実施されてい
る。海外市場において環境ビジネスを運営・管理を含むトータルマネジメント事業として実施す
るならば、必然的に輸出国に進出し、機器のメンテナンスや汚染物の回収・収集することが必要
となる。換言すると「環境サービスの国際展開」に他ならず、国際環境ビジネスが内包する「サ
ービス貿易」（以下、環境サービス貿易）の観点に着目し研究が求められている。 
 アジア環境ビジネス市場においては、先進国のみならず韓国や中国、シンガポールの非上場環
境企業の進出が進みつつあることが現地調査や現地報道から指摘でき、、日本の環境企業のみな
らず我が国の施策にとっても有益となるアジア環境ビジネス戦略の導出に資するアジアの需要
国側の支援策や環境企業に着眼し、環境サービス貿易の定量評価手法を開発する本研究を着想
するに至った。 
 
２．研究の目的 
本研究ではこれまで詳細に研究されてこなかったアジアの需要国側の支援策や環境企業に着
眼し、１）経済連携の効果を踏まえた環境技術の国際競争力の比較、２）需要国側の環境技術や
外資系環境企業に対する優遇策の国際比較、３）需要国側の環境企業の外資や国外技術の受入れ
動向の把握、について経済分析することにより、４）環境サービス貿易の定量評価手法を開発す
ることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 まず、１）経済連携の効果を踏まえた環境技術の国際競争力を比較する。国連商品貿易統計デ
ータベース（UN Comtrade）を活用し、環境技術の国際競争力について、顕示比較優位（Revealed 
Comparative Advantage：RCA）指標で分析する。RCA 指標の経年変化を把握することで、日本の
環境技術は、アジアのどの国に対して、どのような分野の環境技術が比較優位を有しているかを
明らかにした。 
次に、２）需要国側の環境技術や外資系環境企業に対する優遇策の国際比較については、国外
の研究協力者と共同で優遇策を認定する需要国の政府機関を特定し、これまで認定された環境
技術や外資系環境企業のリストを作成した。 
さらに、３）需要国側の環境企業の外資や国外技術の受け入れ動向の把握については、企業・
財務データベースを活用しアジアの需要国側の環境企業が、どこの国、どんな業種から、どの程
度の外資を受け入れているかを把握する。世界最大級（約 1億 1千万社）企業・財務データベー
スである ORBIS を活用することで、アジアの環境ビジネス企業の外資系企業の出資受入動向を
受入企業、出資額、出資業種、出資企業名などから分析した。 
最後に、1）～３）の研究成果を踏まえて、４）国際環境ビジネス促進策に資する環境サービ
ス貿易の定量評価手法を開発中である。 
 
４．研究成果 
1)経済連携の効果を踏まえた環境技術の国際競争力の分析 
国連商品貿易統計データベース（UN Comtrade）から、APEC 環境物品リストを活用し、約 200
国×対象環境物品数×研究対象年数の２乗という 100 億を超えるレコードから環境技術の国際
競争力について、顕示比較優位（Revealed Comparative Advantage：RCA）指標を用いて経済分
析した。この成果として、例えば、日本の環境技術は環境計測機器の国際競争力は保持している
が、その他の環境物品については、貿易において日本は相対的に輸出競争力を失ってきているこ
とを明らかにした（表 1 ）。この結果は所属学会からの依頼論文として発表
（https://doi.org/10.3985/mcwmr.31.10）した。 
 

表１ 日本が比較優位にある（RCA が 1.0 を超える）品目 
※アジア太平洋経済協力（APEC）環境物品 54 品目の中で日本が比較優位にある（RCA が 1.0 を
超える）品目は 31 品目（2016 年）ある。 
 

順位 環境物品 RCA 順位 環境物品 RCA
1 環境計測機器（自動調整機器の部分品） 8.39 6 環境計測機器（自動調整機器の部分品） 2.42
2 蒸気タービンの部分品 5.19 7 環境計測機器（熱計測計等の部分品） 2.23
3 環境計測機器（ガス・煙の分析機器等の部分品） 4.13 8 殺菌用オゾン生成用紫外線システム等 2.13
4 焼却炉（抵抗加熱炉） 3.00 9 環境計測機器（光学式） 1.93
5 環境計測機器（気体、液体、電気用） 2.94 10 液体の濾過機（排水処理） 1.91



２）需要国側の環境技術や外資系環境企業に対する優遇策の国際比較 
 環境サービス貿易の参入障壁が高いタイを事例に、外資系企業の参入状況・財務状況・税制優
遇の適用状況などをタイ税関・工業省・商務省の一次データを入手し経済分析した。その結果を
利用し、国際競争入札や PPP（公民連携方式）の公平性と環境効率性を論じ査読を経て、国連環
境計画（UNEP）のガイドラインとして発行されている（https://www.ccet.jp/node/119）。 
 
3）需要国側の環境企業の外資の受入れ動向 
APEC 加盟国・地域の環境サービス貿易の自由化度を測定し、さらに国際展開した外資系環境
サービス企業約 42 万社の財務データを分析した。この結果、環境サービス貿易の自由化度が高
ければ、国内資本企業と外資系企業の平均営業収益や平均総資産の格差は縮小する傾向にある
という結果を導き、他のサービス貿易と同様に環境サービス貿易も積極的に外資系企業へ市場
を開放することによって、社会的厚生は高まることを示唆できる、と 2017 年の APEC の招待報告
で発表した。 
なお、アジア諸国で出資国が判明した廃棄物処理サービス外資系企業では、日本が最も多くア
ジア諸国の廃棄物処理サービス企業へ出資しており、国際環境ビジネスにおいて運営・管理を含
むトータルマネジメントの実績が少ないという定説を覆す結果となった。 
他方で、経済協力開発機構（OECD）は排水処理や廃棄物管理などの従来の汚染防止型の環境サ
ービスを「コアサービス」、建設・コンサルティングなどを「環境関連サービス」と分けて捉え
ることを提案している。しかし、この結果を実証分析する過程では OECD がコアサービスに位置
付ける廃棄物処理サービスでさえも卸売業など多様な業種が同サービスを提供していることか
ら、コアサービスをさらに限定する必要性を初めて導出した。さらに、環境サービス市場の自由
化度が低く、かつ環境物品の輸入国であるタイの廃棄物処理サービスと風力発電サービスの実
証分析から環境物品の輸入累計額と事業者数に強い相関関係を確認し、多様な産業が参入する
環境サービスを定義するために、環境物品の最終利用者に着眼して、環境問題を直接的に改善し
ているサービス提供者に限定するネガティブリスト方式を考案し 2020 年の APEC の招待報告で
発表した。 
 
４）国際環境ビジネス促進策に資する環境サービス貿易の定量評価手法 
 現在、1）の RCA 指標による環境物品の輸出競争
力評価と、3）の環境サービス貿易の自由化度の評
価の成果を発展させることで、環境サービス貿易
を①萌芽期、②保護期、③展開期、④開放期の 4類
型に独自に分類する手法を開発中である（図 1）。 
同 4 類型化によって廃棄物処理サービスの従来
の汚染防止型だけでなく、風力発電など新規環境
サービス分野がどの発展段階にあるかの分析が可
能となる。さらに同手法による環境サービス貿易
の妥当性を検証後には 4 類型化によって、これま
で分析してきた環境サービス市場の自由化度が低
く②保護期や③展開期に分類されるアジアの需要
国以外の国々も含めて、環境サービス貿易の国際
比較の応用研究が可能になる。 
 
国際経済学では国境を越えるサービス貿易は財の貿易以上に拡大していると考えられている
が、国際収支上の定義が確定した分野以外では十分な研究蓄積がない。環境サービスの定義を確
立することは、国際経済学における経済連携交渉やインフラ輸出などの分野で国際的な研究の
連携を発展させる契機になると考えられる。 
しかし、環境物品と環境サービスの国際交渉は、2001 年世界貿易機関（WTO）のドーハ・ラウ
ンドから始まった。環境物品交渉では、WTO では先進国と途上国との意見が収斂しない中で、APEC
が先行して 54 品目の環境物品ポジティブリストを作成し、その実行関税率を 2015 年末までに
5％以下に引き下げることに合意していることが唯一の国際的な成果であった。 
その後、長い間交渉は停滞していたが、2019 年にはニュージーランドやカナダが中心となり
環境サービスの議論の再開を WTO に提案している。同提案では、ドーハ閣僚宣言に立ち返り「環
境物品及びサービスについての関税・非関税障壁の削減・撤廃」を通じて、環境政策を実施する
ためのコストを削減し、国連の持続可能な開発目標(SDGs)の達成を促進する環境サービスの役
割を強調している 。本研究が更に発展し、環境サービスの定義を構築することができれば、SDGs
の達成に資する環境サービスを導出する研究に発展し学術的な貢献が期待できる。 

図1ネガティブリスト方式による
環境サービス貿易の4類型化
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